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株式会社と、ド均利潤

中村通義

l.はじめに

帝国主義段階における資本の主要な存在形態は金融資本であり，この金融

資本の蓄積機織を分析するためには，その基礎規定としての株式資本の意義

の解明が不可欠の作業となる。しかし産業資本の株式資本への転化をいかな

る論理によって展開すべきか，あるいは産業資本的蓄積の株式会社的蓄積へ

の転化をいかなる意義をもつものとして把握すべきかについては『資本論』

でも明確に説かれていない。『資本論』におけるマルクスのこの問題について

の叙述は，いずれも断片的なものにとどまっており，貴重ではあるが，せい

ぜし、手がかりとでもいうべきものを残しているにすぎない。

これに対して宇野弘蔵教援は『経済原論H岩波書庖，上， 1950年， 下，

1952年〉および『経済政策論H弘文堂， 1954年，同改訂版， 1971年〉におい
て，株式資本の理論的位置づけとその実質的な機能について一つの重要な見

解を提示された。しかし株式資本論ないし株式会社論は，理論的には原理

論全体を締め括る位置にあるとともに，内容的には段階論としての金融資本

論ないし帝国主義論の基礎規定でもありうるということから，方法論的にき

わめてむずかしい問題を含んでおり，現在にいたるまで論争が絶えない。争

点は数多くあるが，最大の，そしてもっとも根本的な問題は，株式資本を原

理論体系の中に組込むべきか否か，あるいは組込むことができるか否かとい

うところにある。宇野教授の場合は，rそれ自身に利子を生むものとしての資

本 jを基礎としその具体例として株式資本が示されるにとどまり，その実

質的な機能と意義は『資本論』のような原理論とは次元のことなる段階論と

しての帝国主義論において，主要国の具体的事実に即して解明されなければ
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ならないとされている。これに対して鈴木弘忠一郎教援，岩田弘教援等は、株

式資本を利潤の質的分割論なり利子生み資本論なりの具体例としてではなく，

むしろ産業資本から論理的に展開されるべきものとして，原理論の中で積極

的に位置づけられなければならないと主張する。

卒直にいって，私は後者の議論にはかなりの無盟があるのではないかとい

う考えをもっている。しかし本稿は p この問題を正面から取とげて後者を批

判ずることを日的としたものではなし、。株式資本なり株式会社なりを原理論

的に規定しようとすれば，どのような難点が生ぜざるをえないかということ

を，マノレグスおよびヒルブァデイングの所説の日今味を通して考えてみたいと

いうのがこの小論の意図で、ある。

1) 宇野弘蔵「経済原論J下，第3章， riiJ :r経済政策論J第3街。
2) 鈴木鴻一郎編『経済学原理論J下〈東京大学出版会， 1962年)，鈴木鴻一郎「子育殴

主義論と原理論J(中|サ・大塚・鈴木編「世界経済分析』岩波書応， 1962年)，岩田

弘!rl世界資本主義~(未来干上， 1964年)，第4章。

2. マルクス

マノレグスは株式会社の利潤についていくつかの文章を残している。その一

つは『経済学批判要綱』の亜「資本にかんする章」の第2篇「資本の流通過

程」の中のつぎの文章である。

「株式資本にとって必要なことは，それが利子をもたらすことであっ

て，利潤をもたらすことではない〔それは利子以上のものをもたらすこ

とができるが，このことは必要でなしう。この点は，ここではまだこれ以

上たちいって研究することはできなしづ。以上を引用!とするコ (Karl

Marx， Grundrisse der Kritik der politischen Okonomie， Dietz. Verlag， 

1953， S. 429.高木幸二郎監訳「経済学批判要綱，第亜分ffit，466ペー

ジ〉っ

二つ目は『資本論J 第 3 巻第 3 篇[矛IJ~閏率の傾向的低落の法則」の第13主主

「法則そのもの jにつづく第14章「反対に作用する諸原因Jの第6節「株式
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資本の増加Jにおけるものである。これはう労働の搾取度の増大，労働力の

価値以下への労賃の引下げ，不変資本の諸要素の低廉化，相対的過剰人口，

対外商業という五つの「反対に作用する諸原因」についで最後にあげられて

いるものである。すこし長いが全文をヲ|し、ておこう。

「以上の五頃目のほかに次ぎのものを加えうるが，この項目にはさしあ

たり深入りできなし、。資本制的生産の進歩一一これは蓄積の促進と並行

するーーにつれて，資本の一部分は利子生み資本としてのみ計算され，

充用される。というのは，産業資本家は企業者利得をえるのに，資本を

貸す資本家はいず、れも利子で満足する，とし、う意味ではない。これは一

般的利潤率の高さとは無関係である。けだし一般的利潤率という場合

には，利潤=利子+あらゆる種類の利潤十地代であって，これらの特殊

的範時への分割は一般的利潤率にとってはどうでもよいからである。そ

うではなく，これらの資本は，大きな生産的企業に投ぜられてはいても，

あらゆる費用を控除すれば，大なり小なりの利子，いわゆる配当しか生

じないという意味でである。たとえば鉄道ではそうだ。だからそれら

〔の資本〕は一般的利潤率の均等化には参加しなし、。けだしそれらは

平均利潤率よりも僅かのものしか生じなし、から。それらが参加すれば，

平均利潤率は造かにーそう低落するであろう。理論的に考察すればそれ

らを算入しうるが，その場合には利j閏率が，見たところ実在して資本家

を現実に規定する利潤率よりも低いものとなる O けだし，他ならぬこれ

らの企業では，不変資本が可変資本との比率において最も大きいからで

ある。JU、上を引用Hとする。(K.Marx， Das Kapital， Dietz Verlag， 1953， 

Band国， S.268.長谷部文雄訳『資本論』青木文庫版，第9分冊， 350 

ページ，以下『資本論Jからの引用はこの二つの版本による oDiez版は，

Kapital， m， S. 268，青木文庫版は分冊番号とページ数のみを@.350と
いうふうに略記する〉。

三つ目はよにつづく第15主主[法則の内的矛盾の開展」の第4節「補遺jに

おける次の文章である。
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r-... .一鉄道のような，不変資本の比率が非常に高い巨大企業は，平均
利潤率を生みださないで，その一部分たる利子のみを生みだす。でなけ

れば，一般的利潤率はさらにーそう低落するであろう。しかるにここで

は，一大資本集団が，株式の形態で，直接の就業場面を見出す。」以上を

引用固とする。 (Kapital，匝， S.292.⑨ 380)。

第四は『資本論』第3巻第5篇「利子と企業者意IJ得への利潤の分裂。利子

生み資本J第27章「資本制生産における信用の役割」の全四項目のうちの三

つ自の項目「株式会社の形成。これによって一-Jの中の次のような叙述で

ある。

「論を進める前に，なお，経済学的に重要なつぎの点を注意しておか

ねばならぬ。矛IJ潤はこの場合には純粋に利子の形態をとるのであるから，

かかる企業は単なる利子しかもたらさなくても可能であり，そしてこの

ことこそは，一般的利潤率の低務を阻止する原因の一つである。けだし，

可変資本に較べて不変資本が膨大な比率を占めるこれらの企業は，必ず

しも一般的利潤率の均等化には参加しないからである。J以上を引用lV

とする。 (Kapital，lll， S. 478 ⑩ 622)っ

『経済学批判要綱』および『資本論jにはこの他にも株式会社の矛IJj関にふ

れたところが何箇所かあるが，要点は上の四つの引用文につきているといっ

てよい。

見られるとうり，マルクスは株式会社が利潤率の均等化に参加しないこと

をくり返し述べている。つまりマルクスによれば，株式会社が利潤率の均等

化に参加しないのは;これらの企業では，不変資本が可変資本との比率にお

いて最も大きしづので「大なり小なりの利子，いわゆる配当しか生じなしづ

からであり，r平均矛IJj筒率を生みださないで，その一部分たる利子のみを生み

だすjからであるというのである。

しかしここでまず生ずる疑問は，たとえ‘これらの株式会社にあっては

不変資本の占める比率がし、ちじるしく高し、ために， r大なり小なりの利子」あ

るいは平均利潤の「一部分たる利子」しか生じないとしても，そのことはこ
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れらの企業が利潤率の均等化に参加しないことの県白に(主ならないのではな

いか，ということである。不変資本の比率が大きいということは，投下資本

量に比して，生産される剰余価値量が相対的に少ないことを意味するとして

も，そのことはそこで生産された剰余傭n宣が利潤率の均等化運動に参加する

ことを阻止する事情ではありえないっF資本論』第 3巻の第 1篇ないし第 3篇

の利j討論では，資本は産業部門の如何を問わず， したがってまたその価値構

成の如何を間わず，すべてが利潤率の均等化に参加するものとされている。

不変資本の占める比重が非常に大きいために，わずかの利潤しかえられない

資本が利潤率の均等化に参加しないとしづ論理は，利潤論のどこにも見出す

ことができなL、。もしこの論理を容れるとしたら，不変資本の占める比重が

どのていどまで大きければ均等化運動に参加しないのかがただちに問題とな

るが，このようなことは原埋的に決めようがない。何よりも問題なのは，資

本を利潤率の均等化に参加するものとしないものとに分けると，利潤論全体

の論埋構成が崩壊し，利i関率均等化の法則そのものが成立しないことになる

という点にある。もちろんマルクスもこれに気付いている。マルクスは引用

日の終りの部分で，鉄道などの巨大株式会社が利潤率の均等化に参加しない

ことを述べながら，すぐつづいて「理論的に考察すればそれらを算入しうる

が」とし、し、「その場合には利潤率が，見たところ実存して資本家を規定する

利潤率よりも低いものになる」というのである O つまりかれは，一方では，

現実の株式会社が利子ていどの利潤しかあげていないのを見て，それらが利

潤率の均等化に参加していないと判断するのであるが ωーーもし参加している

とすれば，株式会社の利潤率は「大なり小なりの利子」よりは高くなるはず

である一一，他方では， j-JHl論的に考察すれば」参加せざるをえないと考え，

そのギャ γ プを[可変資本に較べて不変資本が膨大な比率を占める」株式会

社は参加しない，という媒介項で埋めたので、ある。しかしくりかえすまで

もなく，この媒介項はギャッブを埋める役割を果たしていない。それで、は，

株式会社は利潤率の均等化に参加しないというマルクスの判断は，まちがっ

ているのであろうか。株式会社も[理論的に考察す』ればJやはり参加すると
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しなければならないのであろうか。答はもちろん否である。マルクスの判断

は正しし、。問題はその論拠にある。

『資本論』における資本とは，基本的には個人資本〈あるいはぜいぜ、いノζ

ートナージップ〉であり，それらは産業資本として充用される。商業資本や

銀行資本は，理論的には，産業資本の運動の内部から派生する，産業資本の

いわば亜種といってよL、。かかる資本編成は具体的にはーーといっても近似

的にであるが 19世紀中葉のイギリスにおける綿工業を基軸とする産業資

本的蓄積機構として押さえることができる。しかし19世紀中葉のイギリスと

いえども，産業資本的蓄積機構がそれだけで完全に白立的にその運動を展開

しえたわけではなし、。仁直接的生産事業で株式形態をとるものは僅かにすぎ

なかったJ(Kapital， m， S， 43，③ 67.これはエンゲノレスの注記〉が，産業資
本的蓄積機構の周辺に，その支持装置としての鉄道，運河，汽船，電信など

が配置され，これらの企業は，たいてい大規模な株式会社として設立され営

業されていた。なかでもマルクスがj注目していたのは鉄道であった。はじめ

にあげた引用文以外の筒所でも，マルクスが株式会社に言及する場合はたい

てい鉄道を引き合いに出している。そして1840年代， 50年代における鉄道株

式会社の利潤率はきわめて{尽く，場合によっては利子以上の配当をもたらす

ことがあるにしても，おおむね利子ていどの配当をもたらずにすぎないとい

った状況が一般的で、あった。

つまり 19世紀中葉の株式会社は，産業資本的蓄積機構の支持装置として絶

対に必要ではあるが，産業資本的蓄積機構によっては処理しきれない，した

がってこの機構の外部で生存せざるをえない，特殊の事業分野を担当するも

のとしての株式会社であった。かかる株式会社が，産業資本的蓄積機構の内

部編成の論理的解明を任務とする「資本論J体系になじまないのは当然であ

る。したがってマルクスが，株式会社企業は利潤率の均等化に参加しないこ

とをくり返し強調したことは正しい。

しかし，他方マルクスは巨大な規模をもって現実に存在する株式会社を見

て「ここではまだこれ以上たちいって研究することはできない」としづ留保
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を付しながらも.それに言及しないわけにはし、かなL、。利潤率の均等化に参

加しない資本は「資本論J次元での論理展開には入りょうがないにもかかわ

らずそれを「理論的に考察Jしようと試みるのである。このように見てくると，

さきにみたマルクスの説明の難点は，本来，理論的な考察の対象にならない

ものをに理論的に考察」しようとしたことに由来するものと考えられるので

ある。その無理が「可変資本に較べて不変資本が膨大な比率を占めるJ株式

会社は利潤率の均等イじに参加しないという，かなり苦しい理由付けをもち出

させることになったのであろう。つまり株式会社は『資本論』のような資本

家的生産様式の内部構造を論理的に解明する理論体系の中で論ぜ、られるべき

でなかったので、ある。株式会社企業が原理的解明の対象にならないとすれば，

そもそもそれが利潤率の均等化運動に参加するかしないか，また参加しない

とすればその理由は何かは問題にする必要がないことになる。だがマルクス

は，株式会社を F資本論Jの論理次元には取込みえたいものとして別置する

ことができなかった。それはマルクスにとってはきわめて困難であったと考

えられる。というのは，次のようないま一つの事情があるからである。

株式会社が現実に「大なり小なりの利子」しか生まないとしたら，そのよ

うな企業にはどこから資本が流入するのか，他の産業企業に投ずれば矛IJi闘を

えられるのに，どんな資本家が利子しかえられない企業に資本を投下するの

であろうか，という疑問がただちに生じてくるであろう。しかしこの疑問は

マルクスにとっては問認にならない。かれは引用 Hで「資本制生産の進歩一

-につれて，資本の一部分は利子生み資本としてのみ計算され，充用される」

といい，また引用面では，鉄道のような巨大株式会社は「平均利潤率を生み

ださないで，その一部分たる利子のみを生みだす。でなければ，一般的利潤

率はさらにーそう低落するであろう。しかるにここでは，一大資本集団が，

株式の形態で，直接の就業場面を見出すJというのである。つまり利子生み

資本という一大資本集団が，利子しか生まない企業への資本供給者となるわ

けである。そしてこの利子生み資本の存在，その所有者としての貨幣資本家
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の存在はマルクスの信用論にとってはきわめて重要な意義をもつものであっ

た。マルクスは「資本論j第 3巻第5篇で，第25主主以下の信用制度論にさき

だって，第21章ないし第24意で、利子生み資本論を展開している。ここではマ

ルクスはたんなる「貨幣資本家Jと資本を全くもたない「機能資本家Jとの

貸借を想定しつつ‘借入資本による利潤が「貨幣資本家jの資本所有に対す

る利子と「機能資本家」の資本家としての機能に対する企業者利得に分割さ

れる関係を説き，さらに資本家的表象の中で，この分割関係が一般化される

ことにより，自己資本によるものまで含めて，すべての利潤が資本所有の果

実としての利子と，資本家としての機能の生みだす企業者利得とに分割され

て考えられるようになるという論理を展開している。この論理においては利

子生み資本の所有者としての貨幣資本家の存在が不可欠の前提となっている。

したがってマルクスにとっては，利潤をえようと思えばえられるのに，利子

しかえらないところに投下される資本があっても一向にかまわないわけで、あ

る。

マルクスが，例の経済学研究のプランにおいて，r信用」につづいて「株式
資本Jを置いているのも，また『資本論』第 3巻第27章「資本制生産におけ

る信用の役割」の中で，株式資本を信用論に付随した形で論じているのも，

その理由の一つはかれが株式会社に投ぜられる資本を「利子生み資本として

のみ計算され，充用されるJr一大資本集団」の一部分と考えていたからであ

るとみることができょう。この利子生み資本なるものは，じっさいは，産業

資本的蓄積機構の内部からではなく，その周辺に生ずる膨大な派生所得一ー

その主要なものは，イギリス商業の世界市場における独占的地位を基盤とす

る大小さまざまの商人資本階層の所得と，産業資本の発展による食糧需要の

増大に支えられた地主階層の所得で、あろうーーを源泉とするものなのである

が，ニれを信用論の中に理論的に取込むかぎり，同じ源泉を資本の供給源と

する株式会社もまた，理論的な考察の対象として取上げられることになるの

は当然であろう σ しかし「理論的に考察」しようとすれば，どのような無理

が生ずるかはすでにみたとおりである。ここでは，マルクスの所説の吟味を
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通して，自由主義段階の株式会社が『資本論Jのような論理次元の理論体系

には入りえないことを確認して先に進まなければならない。

1) 拙著『株式会社論H亜紀書房.1969年)23--24ページ参照。
う÷

2) すでに多くの研究が明らかにしているように，信用論におけるかかる論理は.if'資、

本論』全体を寅ぬく基本的方法と主主合性を持たなし、。『資本論』では第3主義}の利潤

論や第6K誌の地代論でそうされているように，基本iめにはあらゆる資本は利潤を

生む資本として投下されるのであって，たんなる利子をうることで満足する資本

は存在を許されないことになっているのである。もしこのような独立の資本を論

理的に認めるとすれば， r資本論J は第 1 巻から第 3 巻まで、I~創刊こ亀裂を生ず、るで

あろう。資本が最大限の利潤を求めて運動しないとしたら，需給の変動に応じて

価格が変化するという，価値法則を支える基本的な機構も成立しょうがないであ

ろう。

ホ これについては，さしあたり，宇野弘蔵『経済学方j公論H東京大学出版会， 1962 
年)Nの四「利子論の方法」を参照されたい。

3. ヒノレフアデ‘イング

ヒルファデイングは『金融資本論』の第2篇「資本の動員。擬制資本」の

第 7章「株式会社Jにおいて「株式会社の経済の我々の理解は，マルクスに

よって展開されたそれを越えて進む。マノレクスは，資本主義的生産における

信用の役割の天才的スケッチ一一惜しくも彼は詳論を果さずに終ったーーに

おいてう株式会社の形成を信用制度の帰結とじて把握し次のことをその作

用としてあげているJ(R. Hilferding， Das Finanzkapital， Dietz Verlag， 

1955， S. 148.岡崎次郎訳 f金融資本論J 岩波文庫j技，上， 187ページ 以

下引用はこの二つの版本による。 Dietz版は Finanzkapital.S. 148.岩波文

庫!仮は上， 187というふうに略記する〉として，「資本論J第 3巻第 5誌の第

27章「資本制生産における信用の役割jの第3項目「国，株式会社の形成。

これによって一一」のほとんど全文をあげて次のようにいう。

「マルクスがここで考察しているのは，何よりもまず，株式会社の経済

政策的諮作用である O 担当を，彼はま治妹二it.経済的範鮮としては把握

しておらず，それゆえ創業利得をも未分析のまま残している。平均利潤



(50) i筏済号訴研究第273e主総 iJjj 

の形成と と いて して

言えはこ

らないということは，

明らかで、ある。さらに，株式会社の生愛物も，正常な事情のもとで拭，

個人企業の生産物と'念く符様lに罰じ価格法到に従うということは，

々のすでに見たところでるるのマノレタスの怠綴には，

社があった。そしてこの点では絞の月号連はおそらく部分的にはあたって

いるであろう。j以上を引用 lとする"(Finanzkapital， S. 149…50.土

189) 

と/ルレブアデイングがここでで、いう「株式余社の騒済済‘政策釣緒作F煎努 jと

るのかかならずしも明確でないが~その点は関わないとして，株式会

社の矛1]1認が矛IJi賂率の均等化に参加せねばならない理由についてのかれの説明

はきわめて簡明であるっすなわわャルクスの時代にあっては，株式会社は欽

どの特殊部門に例外的にみられたにすぎず~その科識は利隣室事の均等北

に参加しなかったのであるが，;

るとしなければならないというのである。ここまでは需産惑はない。

察していた持;期においては.'株式会社は部分釣，特殊的た存在ではなく，重

中心とじて主要産業にすでに普及していたからであるO 問題は， ヒル

ブァダイングにあってt主‘かかる利潤率の均等化運動が?一般的利湾ネマと%

L，株式会社は平均科轄を受け取るとされてL、る点にある。

のことを当然の前援として展開会れている

r 100万γ ノレクの資本をもっー燦業企業があるとしょうの
%，支配的不IJ子ネは 5 とする。この企業は15万マルク る。

しかし 15万吋ノレクという績は事年i浪人として 5%で

30075マノレクという価格をも

く確定利子つf!:

さ

ょうとしないであろうのしかし

ノセ

々 な

ることにし，これをど23ぎとしょうのさら

らなし、。これらは歩
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j薄からう支出さ らないものであり，鰭人経営ならばヲ続、式会社と

あろうものである。 Cれらのたぬにラ処分可能なちがって，

利潤を 2万ぜノレクだけ

とになり，こ

るとすれば、マノレクが分担されうるこ

7%の利子女提扶ずべきものとなる。そう

ば，株式の価格は1，857，143"lレク，すなわち約190万一マルクに等しい。

しかし， 15万マルクの利潤右産むた 100万マルグの翼本しか必

要でなく， 90万マノレクは院出

(配当

る。この仰フゴマルクは，利潤を産む資

資本への転化から生ずる。それは，株式

ことを考慮しない

と7%で資本遺党された額と

会社務態か

とすれば， 15%で資本還元さ

と と ，等しいc

'_VJ誼炉設純米市Jf苛?として現われるのであるのそれは，ただ，濯を

産む資本の利子付資本?移譲への転化から生ずるにすぎないところの，利

得のー源泉であるは以上を引用 rrとする。 (Finanzkapital， S. 144.上，

ぎ旨打ない……勾そ

く

、て， ここの飽にもいろいろな議足前説明

くはよの説明とは議環的に矛躍するーーまた上の説明と

い F創業利得の定式jなるものた掲げているのであるが，

ヒノレブァデ、イング

かれの秀ij.ti}~の本笠約な部分は上のヲ

るとおり1:::!vプァダインダは，

きているといってよし、見られ

の疑間もなく

む資本と との差」として している。つまりかれは，

なるような段階の資本2主義におし、ても，

され，それが護資本をど規制することを当然のことのように考えているのでる

る。しかし「株式会社の営及とともにJその科務は，

らないとしても，この段階においてはー

の形成に結果するということはできなし、このよう

ざるをえない。私は.}JiJ にこれについての疑誌と

こと るカこ もっとも 間窓点と るのでラ
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若干の補足を加えつつ，いま一度，論ずることにしたい。

ヒルブァデイングは株式会社の特貿を論ずるにあたって，これを個人企業

との対比という形で行なっているつ『金融資本論』第 2篇第n主の 3は「株式

会社と個人企業Jと題され，そこで株式会社の個人企業に対する優越性が創

業の容易さ，蓄積の容易さ，信用利用の容易さ等々の点において把握されて

いるのであるが，これらの利点の由来するところは，いずれも株式会社が証

券発行によって社会的資本を集中しうることのうちに求められている。とこ

ろで，株式会社がこのような機能を果たしうるためには，配当請求権として

の株式を擬制資本として還元評価する機構がなければならなL、。ヒルファデ

イングはこれについて「擬制資本は，まず，国家信用の発展とともに発展す

る。取引所は国債の市場となる。しかし産業資本の擬制資本への転化， した

がって，ますます激しくなる株式会社の産業への侵入が，初めて変革的に作

用する。……常に受入れ準備ある市場としての取引所の存在が，産業資本の

擬制資本への転化と，配当の利子への帰着との前提となる。J(Finanzkapital， 

S. 193. 上， 242)と述べている。

しかし「ますます激しくなる株式会社の産業への侵入が，初めて変革的に

作用する」ことによって産業証券市場が形成されるとしても，そのことは，

個人企業と区別された意味で、の株式会社一般の株式が「擬制資本への転化J

をなしうることを意味しないであろう。産業株式会社の株式証券は，それが

たんに個人企業とは区別された意味で、の個別的会社の株式証券にとどまるか

ぎり，けっして，国債や海外証券，鉄道証券ーなどとならんで一般的流通性を

獲得しうるものではない。特定の産業ー株式会社の株式証券が，取引所に上場

され，恒常的に取引されるためには，その産業株式会社がすでにその産業部

門の生産量の相当部分を占め一一一それがどのていどであるかは，もちろん個

別的事情の如何による一一一定率以上の配当を現在はもちろんのこと，将来

にわたっても安定的に行ないうるほどの堅固な経営の維持を期待されうるも

ので、なければならない。それらは，すでに周辺のいくつかの競争企業を集中

し合併し，あるいはそれらの諸会社を，みずからを中核とする複数企業の
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メンパーとして臨己の統 fに隠せしめているよう

らないc'、あろう c むろんこれらがすべて，いわゆる独

ならないというわけて、はなし、しかし独占体ではなくとも，それとやJらかの

市場的な関還をあっとか，あるいは独自の技綴的僚主主性てどもつことによって

る科認の安窓;弘確実主主が見込玄れるもので、なけ

らなL、。このような株式会社の株式説券であってこそ，はじめてそれ

は，従~その務之された信用すと支えとする篠鬼平1)予付証券とならんで，手1]1劉な

いし配当主ど剥子率で資本還元された擬制i岡格安もちうるのである。そしてま

た，そうし、う中核的企業の総式証券が市場性を獲得していくのに応じて，そ

のような中核的企業と何らかの形℃、の漆携を確保している周辺部分のその他

の株式会設の株式笈券もまたモ してL、くこと~，こなるとし、ってよ

それが社会能資金を夜綾部に集中しうし、。したがって，株式会社のがj

ることのうちに求めるとしても，それはヒノレブァダインダのように，株式会

と{回人企業との対比において云々されるべきことではなL、。

と市場支配力とをもっe株式余;百二大企業，およびそれと併ら

かの形での連携を確保している企業と、それ以外の中小の株式会社，側人余

業との対比においセはじめーてFd'J援になることなのである。

ところで，株式会社大企業与が普及し擬制資本市場で

求めながらも，

られるという

おるのここ

しイつv:tる独

独占

よって点められ?そのや心部分に独占体の証券があるという

もはや平均科潤ネが支記ずるような構造たもちえない

つねによりお'1~中Jì閏ネを

ひさっけ

もっていたのに対して， この設賂 wむの， より高しも科j関率

もはやそのような議心をもちえず，競争の結果は，

をもたらさざるなえないという構造をもつものなので

もはや等震がjな諮資本ではありえない。一方には，

るいはい[らかの超過利j簡をうる独占的株式会社あるいは

とはし、えたいまで、も，みずからの鼠ずる建築部門におし、℃他
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よりも優越したjmj立を磯保している t主これら

と科講あるいは経営の安定性において明らか ある まTょ

し， されているというのがこの段

鱗で、の資本主義における諮資本の配置i習で、あろう。株式が擬創価格安もって

取引され流通ずるといっても，それは一般的には読者のような企業の株式に

ついてのみいいうることであり，たんに{個人企業と臣民された意味での株式

会社一般の株式がそうであるわけで、はなし、また，前者の生産物と

産物とは，かならずしも f湾じ飽格法制に従うJとはいえな ろう。こ

の設措の資本主義はもはや嘗な事'M奇jの想定を許さないのであるの

このように見てくると， ヒノレブァデイングが平均利潤ネの支到する

的抽象次元において創業利得を論じているのは，全く妥当でないというべさ

であろう。かれの創業科得論には，さまざ支の混乱 まれていて，

るまで多くの読者会悩まぜているのであるが，その最大のものは，

部業手IJ持、は企業務科?与のー揺先取りであるとする鋭定であろう。かれは斜業

利得は「平均科i習すと産む緊本と平均矛IJ二子安産主r資本との差jであるとしそ

うとすれば「平均剥鞘吋イナス利子，すなわち本来の企業町者矛IJ得に等しい部

分は，どこに消えたのかJ(Finanzkapiぱ， S. 142.上， 178-79)という荷

離な立て，創業料得こそ，この部芳，すなわち企業者約得部分の転先したも

のである，という解答を出すのである。これはいうまでも役く，全く

な問題捺起と解答なのであるが，かれのかかる混乱は.たんにかれが利子と

新聞りを滋向していたということにのみ由米ずるものではない。より根本的

には，かれが長引j業科得なるものは，平均利潤E容の支配する涼燦論的抽象次党

では規定しえないものであることを認識しえなかったところ?にその際問が

あるといわねばならないのである。従来，わが爵ではヒノレブァデイング

業料得論の照題点をめぐ‘って多くの論争が行なわれてきた。しかし，剣業利

ような株式余設の剥務が，平;均利潤という原理議前次元の概念

とは異なった次元のものであることさえ明確に持漆えら

くつかは，ぞれじしん消滅してし交うのである

，論争点のい
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ヒルブァデイングの株式会社論は，いくつかの点で，たしかに「マルクス

のそれを越えて」進んでいるといってよ L、。第7草の「株式会社jの 2I株

式会社の金融。株式会社と銀行」において，やや不正確ながらも，支配集中

の手段としての株式会社の特殊な機構に言及し， 3 r株式会社と個人企業」
の末尾では，株式会社制度の普及によって，資本主義的所有の性格が変化す

ることを明らかにしている。しかし株式会社がし、かなる論理次元で論ぜ、られ

るべきかについての方法的な配慮が不十分なために， u金融資本論』は全体と
していちじるしく不透明で，随所に混潤した議論を残すことになった。創業

利得論の混乱は，その顕著なー併にすぎなし、。つづめていえば，原理的に規

定できない帝国主義段階の株式会社を，原理的に規定しようとしたところに，

ヒルブァデイングの株式会社論の混乱の原因があったのである。

3) 前掲拙著，第U章。

の この問題をはじめて取上げてヒノレブアデイングの創業利得論を批判したのは，鎌
間正三教授である。教授は1951年に発表された「株式会社金融J(東北大学『経済

学』第23号， 1951年.のちに鎌問正三「アメリカの独占企業』時潮社， 1956年:二

所収.以下この論文をA論文と略称し，引用は上の所収書から行なう〕および

1959年に発表の「株式会社金融再論一一創業利得に関する研究ノート一一J(東北

大学『経済学』第52号， 1959年7月.以下この論文をB論文と略称する〉におい

て，平均利潤から創業手IJ得を説くことの難点を明確に指摘しておられる。その要

旨は次のとおりである。

「株式相場は(1)配当の大L、さ (2)銀行ノ向子の大いさ (3)株式を発行する会社の経

営の強固さによって決定される。したがって…一株価は配当率に正比例する。

ーまた……株価は利子率lこ反比例する。ー・・・しかし，銀行利子は強固な悶定収入

であるが，配当は銀行利子ほど、国定的なものではなし、。配当は年々の決算後、こは

じめて確定される。ところが，業務の悪化、配当の減少の危険が存するので，実

際には平価以上の株価が必ずしも成立するとはかぎらなL、。したがって株価の決

定に第三の要因たる経営の強固さの程度が最終的決定者となる。……個々の企業

の手にはいる利潤は子均利潤のみとはかぎらない。超過利潤の存するところ、では，

利潤は平均干IJ潤より大である。さらに独占手Ij潤の存するところでは，一時的経過

的な超過利潤が恒常的な超過利潤となり，より大なる利潤と配当とを長期にわた

って保証する。この高いJ.rl(占干Ijj閏のもとでは，経営の強屈さは絶対的なものとな

り，そこでおこなわれる株式の発行により創業利得がえられることとなる。この

平価以上に仕iづる株価の超過分がほかならぬヒノレブアデイングのいう創業利得な
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の℃ある0 ・…ーあらゆる株式会社が総菜何千与さと獲得しうるとし、うわけにはし、かな

いのである。……議IJ淡科?与は-41号、的な株式綴憾の総資によるぬ機利得としてさ長ず

ることもあるが，……主主占企業のもとに?公、で 2 正常的{~発生しうるものぞあり，

3~{占企業以外の徐式会主f:に才久、ては，ヂ削iでしか淡みな吸JI叉しえない関係を設すぶ

るoJ(A論文、 325-27ベ…ジ〉

n見突には創議室利得をうることのできる後式会主f:は平均利潤をうるよう
.なんらかの窓球での綴治利潤(それが詩まなる超過利j関で、あ

では問わない〉をうる株式会社なので%まうる G 額商以たの後

f認定2成主主しちるのはかかる綬らhtニ株式会社のみなので~ある。J(日論文， 134ベ

ジ〉

見られると?ざり，鎌Ef:I教授は，通常，事長備を規定する姿混としてあげられる配
寺争

当とぺ支的利子選停の他tこ，第三交の要因として[経?初強Ii!むさを付け加えること

ょう，株式証券!l)穏湯形成と{慢の確定利子付証券の椴梯形成のちがし、会切らか

にd;十L，それによって.tこんに王子均利潔をうるにすぎなし

かならずしも王子部fi以との擬制縞縫合もつことにはならないという視角からとんフ

ァデイングざと批判しておられるつさらに同教授は8言語交の米Fちに近いところで令

fなお，……創業利得は(原理論においてではなく 引用者〕むしろ段階論で、

際関すべきものではなかろうかjといろーさわめて愛媛な;方漆識的機設を行なっ
会令孫

ておられる。夜、.!i!.によれば，これらの点はじノレアアダイングの創業利得稔を検討

する機会の最大!l)鰐怒ぷである。しかしi司教授のA議文発淡後¥ヒノレブアデ、イ γ

グの創建芝利得論を扱った論文は数十総発表されているが，この問題をlEli百から耳元

上げたものはほとんどない。わずかに， 1959年に発表された間部刈良教授の fヒ

ノレブアデイング創業手IJ袴絞め批判一貫IJ'者毛利得における平均利潤の出題一一 J(荻

T経務や議集JI1959会開lf収〉が，鎌問教授と f土
i't;ょ異なった筋滋によってでiまあるが.とノレブアデイン

クーのこの弱点に鋭く迫っておられるにすぎない。

* 委設Ef:I数授がA論文で「銀行符子JとL、っているのは.}f:しくは一般的科子殺のこ
とであろう or銀行初予測iは一世的利子診のぷ準滋定するもっとも重要な疑問でー
あるが，一般的利子率そのものではない。

料 宇野弘護教授は 1960王手に発表愛された r綴済学における祭文理論と段階~fïH-- ゑ激

資支付制における[証言表の渓j百]についてJ(主容認ui433珍， 1960年7 .のちに「ヒ
ノレヅアデイング における絞号室論と段階論の漢民についてJと改題

さJtu殺さ斉学方法論J東京大学出夜会， 1962若手に所絞〉と題する論文において‘
F金融後ぷ論』全体の方法論的批判~行なっておられる。 ただ

いてのEjIえはなし、…i'た総統節捻教授は1965年に発3更された[鈴木湾誌の機公開

範裁の活援をや心として… J(北海道大学;絞済学Ii:れ
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2.1'] .のち資三河合体系の研究j

、創業手IJ得亨i-i校総識の範務jとして佼皇室づけておられる。

5) ような株式会絞め利i閣が王子均利関目立?ないことが現在訟に認識

さjトじてしづ1ijf， つであるなどという

はラ Jそもそもろ免じないであろう。

6) ヒノレブアデイングは F金融資本言語Jの方沃約三工場安 fえて設では， i設近の資本主義

的発展の経済的諸説象会科学的に抱J還するとしみ試みがなされる。すなわち匂こ

の諾J:l/.;後を， w.ベテ fに総まちマノレタスにおいてその最高の表現匂兇出す予言典
告さ劉民経済学の理論体系に，組入れるとしづ試みであるjと説明している。;本務

切なは論ぷタ窟Ij著毛利得論に限定したので3言及しなかったが，ヒルブアデイングが

F金融資本論』の中でn設近の資本主義的発差益の経務的諮認定霊祭J毛:i.マノレグよえに
おいてその絞高の索現を見出す古典的滋民経済学の理論体系J，こ組入れようとし

ている係分では p 後の努力は，ほとんどかならずといってよいはど良い成果窓生

んでいなし、。ニれについては，さしあた与‘降旗節機『帝問主主義論の史的展開J

〈現代評論社.1972年〉滋4主主喜子委主然されたい。

4. むすび

以上の検討により，マルクスの見た自由主義段階の株式会社の利潤も，ヒ

ルブァダイングが考察の対象とした帝密主義段階の株式会社の利器jも，とも

ありえないことがほぼ切らかにされたとし沖、えよう。そして

w のことは，由主義段階の れ， それであれ，株式

会主主は，自立的運動体としての資本主義の内部構造な論理釣に解拐するl京理

論体系にはなじまないものであることを意味するものといえよう。そもそも

利溝率の均等化連動とは，それによって労働の社会的配分が行なわれること

により，本来的に無政府的な謀、本主義的生践に自立性を付与する必須の機構

勺ある。価総法則なるものも，じつはこの運動によって，

されるのである O したがって，はじめから矛IJ鵠の均等化に参加しない

あるは参加したとしゼも，それが経常的に3向調ネの不均等をもたらさざるさと

えない資本は，原;樫論的な抽象次元の論理展開には入り込みえない性格言ども

つものといえよう。

そして，われわれはヲ の究極の形態としえ
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ざる君主えないにもかかわ それが歴史的には一般的科病率

しえないものとしてしか存在しえないということのう、に，

生協;様式の限界が瑳論的に示唆されていることな見るべきではなし、かと考え

るので、ある。




